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はじめに
アメリカに端けるProductLiability法の暴風的発展により，強い刺激を
1960年代から製造物責任および商品販売業者の貢うけたヨーロッパ諸国は，
消費者保護のためその他の者にたいする損害賠償義務に関する議論が，主，
たかまった。
欧州経済同盟に属する諸国においても製造物責任に関する主義が， 大約し
て３個のシステムに分れる。 その第一は純然たる過失主義をとるものである
りゑ立証責任の転換により,過失主義を緩和しながら，が,被害者の利益をかえ
２厳格ﾌﾛﾐ責任を承とめようとするものである。 この主義をとる国はフランスで
あり， そこでは製造物の製造販売人（vendeur-fabricant） その直接
定（暇疵担
受取った代
屯また，
契約上の買主でない取得者にたいしても， 民法典の第1645条の規
保義務に関する規定であり，即ち， 売主が物の暇疵を知っていたときは！
総ての損害を買主に賠償せねばならぬ， とされる。Sielevendeur
〕larestutionduprix
金を返還する外，
conuaissaitleesvicesdelachose，ｉｌｅｓｔｔｅｌｌｕｏｕｔｒｅ
を拡qu'ｉｌｅｎａｒｅｐｕ,detouslesdommagesetintefetsenversracheteur）
（１）
張解釈して製造者の責任をjHAとめようとする訳である。
容各法律の規定を異にする欧州同盟国には，しかし，こうしたやり方は，
易に採用し難いの糸ならず，【欧州共同市場の機構・職能に障害を生じ，商品
取引の自由を害する｣倶れありとして， 1968年に経済同盟の委員会で， 同盟諸
これに国の製造物責任に関する規定の統一を目指した法律を設けよ うとし，
着手した。 だがこの試染は1971年イギリスの欧州経済同盟に加入交渉に困難
な問題をともないその実現を妨げられた。 その困難は1972年12月パリにおけ
ろ経済同盟加盟国の首長会議の開催により， とり除かれた。そして，その会
議の終結宣言第六号をもって，
ことが要求された。その中に｜
さるべきだと言われた。その１
強度の消費者保護のプログラムが作成される
製造物責任に関してもこれを包ませて規定その中には，
作業は，
だその結果は発表されていない。
製造物責任法案作成をはじめたが， 未
このＥＥＣ委員会とは別個に欧艸ｉ会議（ストラスプールの） に司法大臣を代
omit6europ6en表として送っている諸国は，欧州司法協力委員 （ＧＣＪ.＝Comit6europ6er
1970年に専門家委員会をもうdeCoop6rationjuridique）の提案にもとづき，
げた。そしてその委員会にたいし， 製造物責任に関する各同盟国のもつ実定
法の差異を調節する手段を提案すべきこ とを委託した。そこで専門委員会は
1972年11月から1975年３月までの間に， 各一週間にわたる委員会を七回開催
その結果ようやく製造物責任法に関するヨーロッパ協定案ならびにそのし，
理由書が作成された。 欧州司法協力委員会はこの協定を各国が調印し批准す
う提案すべきか否かを決定せねばならなくなった。るよ
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欧州会議の加盟国にして，
ては．ストラスプール案と
同時に欧州経済同盟加盟国に属する国盈にとつ
プリュ ｼセル案との作業が並行するため， 困難な
り＿スが欧州経済同盟の委員会の努力により，地位におかれた。 事態が変わり，
が望ましいとされラスプール協定案の調印および批准を染るまで待つこと卜
こうした不安定性の存在は別として，た。 このストラスプール協定案のめざ
す解決方法をとりあげ， これに批判的に研究してゆく必要はかなり多い。多い。と
極めてつ将来の欧州経済同盟が定める規定は，いう訳は， その傾向として，
よい消費者保護を目差し， かつストラスプール会議においてなめた経験を活
用するであろうことが想像されるからだ。
二協定の適用範囲
製造物責任の概念がもつ不明確な輪郭は，おのずから種盈の解明を必要と
し，これなくては，右のような協定・条約の適用を，十分に確保することは
できない。
（１）各国のもつ規定殊に契約法と， その他の国内的責任法規との関係。
種盈考慮のうえ，国内法における契約的責任体系のなかに，
（８）
求めるやり方を避けることになった。ストラスプール協定|ま，
製造物責任を
国内法の規定
に明かにVen‐によって生ずる契約上の請求権には， 明らかに触れず， それは明
deur-Professionnel(商人たる売主）の場合にのみ適用されるのだとした。 (協
この事は既にまえに述べたように， フランスのような国には重要定第１1条)。
な関心事である。蓋しフランスでは， 商人たる売主には民法第1645条により，
強度の製造物責任がみとめられ， 実際上重要な役目をつとめているからだ。
協定の規定する責任強化の規定は， 責任追及者と責任者とのあいだに， 契欠
約関係があるか否かは全く関係なく， その適用を承る訳である。それは，
陥ある製造物を取得し損害をうけた者， ならびに製造物の利用により損害を
あるいは全く外部にあって損害をうけた第３者（いわゆる不知こうむった者，
４にも均しく同様の保護をあたえよう とする基本の傍人innocentbystanders）
的観念にもとづくものだ。言葉を換えれば，単に消費者の保護ばかりでなく，
いやしく 咄欠陥ある製造物により何等かの損害をうけた， すべての人を保護
うとする訳であるが契約関係に立つ者の損害は無視するわけには行かぬ｡しよ
欠陥ある自動車や乗客や通行人の交通災害による損害を， 別個に取扱う理由
欠陥ある自動車に関係をもつはない筈だ。 契約外にある第三者といえども，
欠陥ある製造物である自動車を取引にもちこんことば易<考えられる訳だ。
潜在的な通行人の損害をも度外視することは，だ者の責任に関しては，
ではあるまい。
正当
契約的拘束の存在は必ずしもつねに不利な他面わすれてはならぬことは，
結論を生むとは限らないことだ。 だから協定第８条においては，協定により
発生すべき責任を制限し， あるいは排除することを約することは許されない
こうした厳格な協定の規定の存在は！ 協定が単に人的損害につとしている。
いての承適用されるに過ぎないことを知る以上， 尤として理解されうるであ
それは人的損害に対する免責約款の制度は，ろう。 今日系とめられぬという
ばアメリカの統一商法典喜ばしい立法政策の傾向に添うものである。この事は
(UCQ62-719.§2-316）においても規定され，人的損害については如何なる
責任約款も当然不当（primafacieunconscionable）とされている。
この免責約款の禁止はしばらく措き，ストラスプール協定は，契約を基と
する責任追及の国内法には，手をふれないばかりでなく，被害者が国内法の
適用をうける不法行為法から生ずる賠償請求権を主張するこ とを妨げるもの
協定が責任の最高限を規定しているここのことは，ではない（協定第11条)。
とと関係してくるのだ。
ついては無制限である。
これに反して過失に基く事実による損害賠償義務に
それは協定が賠償可能の損害の賠償請求権について
これを国内法の規定にまかせたので， 各国の国内法（例・日民709条，独
，依然として，従前通りの意味を
Iま，
民823条）による損害賠償請求権については，
だから協定は国内法による賠償請求の基礎に補充を附加した訳留保させた。
である。
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本協定に反して被
b第１o条)。この本
契約規定をもつ諸国にたいしては，その他においては，
り一層有利な規定を設けることは許されない害者によ (協約
自動車による損害に
契約主義をとる諸国
来明白な規定を敢てもうけた理由は，さきに1973年の，
たいする責任に関する欧州会議に基く協定においては，
協定が欠陥右の如き有利性を認めることを許した為である。にたいしては，
ある製造物による損害の賠償につぎ高度の消費者保護を筆とめるこ とを考え
個々の国内法による保護の拡張は， 各国法の協調統一の目的を害すろとき，
更に製造物生産者と損害賠償請求権者とのあいだの対立するるの染ならず，
利害の調節を計る協約の目的に反する所以である。
（１）製造物責任の対象範囲
協定が定義する賠償責任を発生させる製造物とは， 総ての有体物であって，
産業上の製品であるとを問わない。しかも自然物であると， またかかる有体
物が粗造的状態にあるか，
から，いわゆる原生産品
ことになる。このことは，
あるいは加工された物であるかも問われない。だ
いわゆる原生産品（Urproduktion）といえども，協定の適用をうける
。このことは，水産物・農産物についての議論を生む。という訳
は，農産物にたいする農薬使用の場合と，漁業・農業が工業品製造工場・倉
その環境公害をうけることが考えられる庫・貯蔵所附近で営まれる場合に，
この場合においても消費者保護のため， 漁業・農業に士いし例外なからだ。
強度の規制が必要であること論をまたない。<，
物体が他の動産または不動産に附合接着した場合にも，製造物責任は， ま
た発生する問題である。但し物が不動産に附合接着して， その独立性を失っ
責任の制限が考えられるべきか否かの問題がおこる。 だがこの
その独立
た場合には，
個盈の物体が他物体に附合密着し，場合の積極的考え方によれば，
その物体の機能的特質を失わない限り， その物体の製性を失ったとしても，
造老責任は依然として存続する筈である。この事は，物の重要な部分と非重
93条，日民244条参照）観念をこえて諸国の法
国際的にも，統一的法適用を目差す国際裁
要な部分という差別（独民946条，
が解決に苦しむところであろう。
四
、
判所においても多様の意見が出され， その解決に困難を感ずるこ とであろう。
が，船舶の気罐やエレベーターの如き屯のは，協定適用の場合に問題として
取り上げられるであろう。 物権法の観念を明確にするための区別・差異の加
きものは，製造物責任の問題には，何等の規準とならぬことは明かである。
リカにおける最近の発達によれば， 住宅建設企業者は強い製造物責任アメ
を負担すべきものとされている。 しかしこの態度は，ストラスプール協定が
採用しなかったところである。 その故は， 家多くの国では特別法をもって，
屋建築者や建築家の責任に関して特別の規定をおいているので， 協定がこれ
に触れる必要がなかった為である。 しかしながら，契約主義をとる国におい
ことは妨げられるものではない。製造者責任の規定を延長するては，
(Ⅲ）責任負担者の限界
如何なるものの製造にたいし， 責任を負担するカユの問題に関連して生れる
何人が製造物責任を負担すべきかの限界問題である。だから製造者問題は，
の定義は右に述べられた消費者保護の基本観念から演釈されるが， これによ
れぱ最終の製造者および個為の物体を供給した者および自然物の供給をした
者である（協定第２条６号)。そこで製造産業の場合通常は，供給品の一部を
ならびにこれから供給をうけ最終製造者に供給をした者は，製造した者， 最
終の製造者とともに連帯して損害賠償の責任を負担する (協定第３条４項５
最終の製造者だけに責任を転化することは， 協定の欲しないところだ。
最終製造者だけが，損害賠
実験によればいわゆる中間
項)。
この協定の態度は正当といわれる。という訳は， 者だけが，
償能力に富める者だとは言われないの象ならず，
の供給者のうちに極めて有力者があって， その被供給者または最終製造者に
免責し』これを最終製造者に転化たいする供給条款によって，自己の責任を免責し』
する例が稀ではない。 だからそうした責任を材料供給者， または下請業者か
ら免責せしめることを認めない協定の規定は，たんに損害賠償請求権者の利
最終製造者の利益をも考えた正当の態度である。益ばかりではなく，
た協定の仕打ちは，
こうし
アメリカの裁判所が， 最近10年間にとった判例の進展煩
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力の判例も当初は動揺していたが， 現在においてはその能向である。ア
度を明確にし，
合する者（Aｓ
、アメ
厳格な製造物責任を負うものは， 単に仕事や材料の組立て集
であるところの最終の製造者だけに止まらず， 欠陥(Assembler）
ある部分的な材料・仕事の供給者（Componentpart）にも，
(4)
と言うにい７t二つた。
当然及ぶべきだ
だが異なった立場から，ストラスプール協定は，アメリ 力の判例のように，
個々の販売に従事製造物を営業的に売却する商人のうちの大企業老たると，
一切に厳格な責任を負担させるものではない。する商人であるとを不問！ そ
即ち最初には，最終の売主が被告とのために特殊な訴訟状態が必要である。
して訴えられるが，その後，訴訟告知の結果，
屯訴訟に参加させられるが，こうした訴訟②
他の中間の売主（又は供給者）
うした訴訟の進行は，売買法的の担保
(Warranty）から生ずる遣り方であり， 厳格な製造物責任をさせられる企業
責任（enterpriseliability）の観念から，
させることが適当か否か，疑わしい。と
商品の分配者に過ぎず，商品の性能・品
中間の商人にも全部の責任を負担
いうのは，商人は多くの場合単なる
質をコントロールする能力は殆ども
また性能・品質の危険負担についての保証 (または保険）をすることたない。
あるいは不断に商品が変動する販売・供給する生産品が大量にわたり，Iま］
とぎは，極めて困難であるの染ならず， 商業行為の全般にわたる保証又は保
険の費用は高額となり， 商品の価格にいちじるしい高騰をきたす結果となる。
だが右の責任負担転化を制限する主義にはある程度の例外が糸とめられね
ぱならぬ。まず第１に。 国内では監視のできがたい外国において製造された
製造物の場合が考えられねばならぬので， 前示のアメリカの規則でも合理的
特に司法権の及ばぬ外国の製造業者な考え方が示された。
beyondjurisdiction）
(Ma1111facturer
の製造物がアメ 'て市場に取引される場合がリカにおI，
多いためである。その為めにス トラスプール協定は輸入業者をも製造物責任
者の範囲内に取り入れることを定めた。だがわれわれの経験が教えるよ ７にそ
次
》［ノ
これらの輸入業者は必ずしも大資本をもつ法人ばかり とは限らないので，
の実効は少いであろうから， 更に製造物生産者と承なされる者としては，
８これに数えあげられねばならぬ。 それは製造物が他人によってのような者も
'恰もそれが自己の生産であるかのよ うに， その商
標章を
ｏこの
，当初
生産された物であっても，
品に自己の商標，または『
使用した場合は，自己の＃
あるいは他人の生産品と異なる名称，または商号，
自己の製造品と染なされる（協定第３条２項） ことだ。
その成立までに長い間の議論が交わされた歴史がある。 が，規定には，
製造物のうえに何等かの形でその氏名・商号はもっと厳しい規定であって，
を表示し，あるいは包装紙の上にこれを記載した者は，
（5リ
を負担すべきものとされた。
製造者と同等の責任
世上しばしば行われることであるが，匿名の製造物を仕入れ，買受け，そ
自己を表彰することな前述のように自己の商号または商標を附し，の儘で，
くして売買・給付する場合がある。 こうした場合，その商品により損害をう
けた買受人あるいは其他の第三者にたいし， 自ら商品の流通におかれた経路，
取引に関与した人間の調査をすべきことを要求することは相当でない。 だか
相当らそうした商品の売却・供給をした者は， 損害請求権者の請求に応じ，
自分の買受け先を明示して回答せねばならぬ。の期間内に商品の製造者， こ
売主は生産者またはその前供給者と同様に， 自ら責任をれを怠った場合は，
負担することとなる（協定第３条３項)。
(Ⅳ）人的損害に対する責任の限界
論争を重ねて元来損害の観念は物にたし､する損害をも含むものであるが，
物的損害についての責任をも含めて専門委員会の空気が変化し，ゆく間に，
とがおのずからわかった。極めて困難な問題をひきおこすこ規定することは，
トラスプール協定は物的損害を人的損害とともに協定に盛り入れるそこでス
協定の調印・批準の可能性をいちじるしく弱めるであろう との考慮ことは，
等から， これをのぞいて規定するようになった。
売主の瑠疵担
瑞債197条，塊
そればかりでなく，
保責任の規定があり，
欠陥製造物にたし､する損害については，
(日民570条，仏民1625条1641条，独民459条，
ヨエー
H1」これにより法の救助が詮とめられているので，民922条923条，伊民1490条)。
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６，特別な規定
ﾌた゜但し，次
述のような物に関する責任の一端は， これによって消えるので，
を必要としないという見解が， 会議の多数代表者の意見であった。
の例のような場合にたいしては， 恐らく多数の代表者の承認を得られる例外
規定が必要であろう。即ち製造物 (例・薬品類化粧品）がその説明書通りにこ
れを使用したにかかわらず無効にして役に立たなかった場合は， そうした物
による損害にたいしては，責任を負担しないという訳だ。しかしそうした製
品が同時に他の物に損害を附随的に与えた場合 (Mangelfolgesch且den，Ｂｅ．
gleitsch2iden） (例えば農場の野ねづ染駆除薬が無効果のため野鼠が繁殖し農産物倉
庫の貯蔵物を喰い荒した場合）には例外として， 賠償責任を承とめねばなるま
い。そうだとすれば， 協定の適用範囲はきわめてせまいものだという外ない。
(Ｖ） 賠償責任者による製造物の取引
物の製造者あるいはこれと同様に承られる人為 (上記この(Ⅲ)参照）の言う
人的損害をうけた者にたし､する賠償責任の発生は，欠陥ある製品のため， 責
任者が製造物を取引においた（indenVerkehrgebracht） ことを前提とする。
だから損害がなお生産物が製造者の経営の占有中にある間に発生したときは，
国内の物の保管その他一般の規定によって， 責任の負担者がさだまる。がそ
担する責任よりも，重いものでれは極めて厳重であり，協定の規定により負担する責任よりも，
同民法典第1384条第１項にある。それはう ランス法を承て屯明かであるが，
よれば過失主義を超えて， 企業者は物の保管者としての責任（ gardien-Haf-
tung）を負担せねばならぬ（Onestresponsablenonseulementdu
ｄｏｍｍａｇｅｑｕｅｌ,ollcauseparsonproprefait，ｍａｉｓｅｎｃｏｒｅｄｅｃｅｌｕｉｑｕｉ
ｅｓｔｃａｕｓｅ’parlefaitdespersonnes……oudechosesqueronasoussa
とされる。この時間的な区切りgarde）
る責任の差別）
(取引においたか否かの時間により生ず
'よ責任負担の有無につぎ大きな影響をしっしのである。 そし
何人が取引においたかに関しては損害賠償請求権者の利益のため賠償責て，
だから責任者はそ任者自身が取引においたものと協定によって推定される。
その責任を免の取引においた者は他人である窃盗者であることを立証して，
、ｵLることができる（協定第５条，項ａ号)。
そこで最も問題となるのはいったい取引においた (putintocirculation，
だがわれわれの考からencirculation）という定義の定め方である。ormisencirculation）という定；
すれば，その意味は自明であって， 特別の説明をまつまでしない。 が，委員
会においては長い間の議論をつくし， その決論として「生産者が製造物を他
人に現実に給付し，これにたいするコントロールを失ったとぎ，するコントロールを失ったとぎ，はじめて取
と言った。ところが，最後の段階におよんで引におかれたものといわれる」
｢コントロール」疑義を生じ，’
た。その訳は，
の文字を削るべきだとの論議が うかびあがっ
各国の国内裁判所の解釈がその言葉につきいろいろと異るお
それがあるので，これを削除し簡易化した。そこで，国際統一売買法第19条
１項の規定に則り（同法第19条１項はいう「供給（Lieferung）とは契約による物
の引渡しによって成立す｣)，取引におくとは生産者がその製造物を他人に供給
（６）
した場合（geliefelthat）をいうと定めた（協定第２条。号)。尤も統一売買法
上は正しいとされた観念が，
の基準として，適当である７
直ちに契約法上の連繋から生ずる責任問題解決
適当であるか否かは疑わしい。
それは実験途上にある製作物について考えて承れば直ちに明瞭であるが，
実験が工場外で行われた場合， 製作物の不備欠陥のため第三者に損害をあた
えたときは， 不法行為法上の見方からすれば， 製作物は取引におかれたもの
として取扱われるであろう。
livery,d61ivrance）の言葉Ｉ
だが協定があたえた定義の供給(Lieferingpe‐
の言 はこうした場合には，適当ではないであろう。恂
に私法上の定義というものは惣じて危険で難しいものだ (Omnisdefinitio
inJuracivilipericulosaest)。
協定における責任主義
ＱＣ.Ｊ・（Comit6europ6endeCooperationjuridique）の専門委員会の空
気は当初から過失責任主義を採用する議論が多数をしめていた。 かつて1968
方洪壮一い年にドイツ連邦最高裁判所が「鶏ペスト事件」につぎ用いた解決方法は，
(中村武）１１製造物責任法の改正とストラスプール協定について
わゆる過失にたいする立証責任の転換の方便であった。 がそれは，若干の代
と言われたが，余り
よれば，立証責任の
表者から厳格責係主義と相去ることあまり遠く ないものと言われたが，
専門委員の多数の意見に
多数の国においては，現在の情況の改善に役
発展進歩の少いものとされた。
転換という制度を採用しても，
立つことは少いばかりでなく， 被告であ公衆の要請に応えるものではない。
ろ企業者側の実際仁則する， 高級の技術・学理上の巧承な説明立証にまきこ
打ち敗かされる可能が強いので， 立証責任の転換だけで，消費者が有まれ，
利な立場にたつとは限らないのだ。
製造品の欠陥を理由として訴えた場合に， 十分に欠陥事実の理由，責任を
原告の請求を直ちに棄却すべきではある明確化し得なかったことを理由に，
まい。という訳は，物の製造の過１物の製造の過程においては，厳しいコントロールを施し
ても高級複雑な技術上の欠陥を除くことを得ない場合のあることは， われわ
れの生活経験に照らしても明であるからだ。しかもこれを原告がすぺてを立
（７）
証することは,殆不可能にちかい｡どうしても原因主義にたよらざるを得ない。
立証責任の厳重な操作に拘らず， これによらず解決を求め得る場合がある。
それは全く自動機械による製造.そうした場合の一つとして考えられるのは，
監督が行われ，人間の注意コント ロールによっても避け得られない， 全く自
動機械の能力不足のために生ずる欠陥がありうる。 こうした場合にたいして，
製造者は自己が利用した補助手段のオランダ新民法草案は特別の規定をし，
失敗・事故に基く責任は免れるこ とを許さないとした。 (Ｏｎｔｗｅｒｐｖｏｏｒｅｅｎ
その決論は正しい。WestboekAbschnit6、３Ａｒｔｌ３）NienwBurgerlijkWestbof
第二に考えられる問題は， いわゆる発展途上の危険（EntwicklUngsrisiko）
それは学術上技術上の現状によれば，とよばれるものである。 製造物を取引
十分に実験を経て無害と認められたが，においた当時においては， その後の
有害が証明された場合がある。発達した最新の学術による実験に照らし，
の第二様の場合には，そうした免責を立扁
（８）
明ｶﾕである。
こ
そうした免責を市証して， その責任を免れ得ることは
過失主義をはなれた契約外的製造者責任は， 原則として，二様の方法によ
１２
って形成されるであろう。最も厳格な解決法Iま，純然たる原因主義であるが，
損害は， ある一定の製造物から生じたというだけで十分と承る考え方である。
だから責任を免れようとするには，損害はまったく異る他の原因に（cause
etrang6re）よるものだと立証する外ない。いいかえればフランス法のいわゆ
（９）
る不可抗力，被害者の過失またIま第三者の介入による損害でなければならぬ。
これに反して幾分緩和された責任主義というべき主義によれば， 製造物の
または被害を生ずる倶ある危険が立証された場合に限り，欠陥， 責任を認め
ようとする主義がある。Ｊ
の解決方法を採用したが，
わしい。
ストラスプールの専門委員会は，原則としてこの後
これによ って良き結論を得られるか否かはうたが
（１）製造物の欠陥性にたし､する連結
不法行為法に対するアメリカのリステイトメソトは，約そ1965年まで，判
例法の発展に役立ってきて，
響をあたえた。これによれＩ
製造物責任の領域においても， 裁判所に強い影
これによれば， 製造物の欠陥とは，:とは，物がその利用者または梢
(Ｏｎｅｗｈｏｓｅｌｌｓａｎｙｐｒｏｄｕｃｔｉｎ
ｮrｏｕｓｔｏｔｈｅｕｓｅｒｏｒｃｏｎＲｎＴｎｅｒ
賢者を不合理的に危険状態においた場合だ
defectiveconditionunreasonably dangerousａ
．….．）といった。
だが第１に考うべきことは，欠陥観念を， 危険性の存在にむすびつけて理
解しようとする考え方だ。これによれば，製造物がとくに危険な性状を呈し
たときに，はじめて欠陥ありということになる。だがこうした解釈は多くの
場合に不満足な結論を生むことになる。危険性は存在せずとも， 物の合理的
な使用を害する場合も， 物の欠陥と言われるであろう。
この説明への主要な反対論は， 危険性という言葉の多義性なこ とに基因す
物の性質が本質的生来的に危険性を含む場合もあるが， まったく無害のる。
それが正状の場合には危険がなく，物もあり得る。 欠陥によって始めて危険
，inherentlydangerous
entheVehlclｃｌｓｗｅｌｌ
となる場合があり得る（Anautomoblleisnot
vehicle･…･oｔｈａｔｄａｎｇｅｒｉｓｎｏｔｔｏｂｅｅｘｐｅｃｔｅｄ
ａｎｌｎｎｅｒｅｍｌｙｕａｎｇｅｒｏｕｓ
ｗｈｅｎｔｈｅＶｅｈ ｃｌ
製造物責任法の改正とストラスププー協定について (中村武）１３
constracted.)。製造物に欠陥ありというには，製造物がすべての事情を顧糸，
人が予期することが正当と染られる有効性， または安全性をそなえていない
場合でなければならぬ（協定第２条Ｃ号)。この観念は，売買法上用いられる
物の暇疵の観念
第570条，独民459
(通常または契約上定められた物の使用耐用性を考えた観念。 日民
459条１項）とは異なるものである｡ それは，取引の安全保護の
これは外部に立つ第三者にため必要という立場から区別されたわけである。
恰も責任を追求する契約当事者と同様な保護をあたえよ うとするストラスプ
_ル協定の適用範囲と一致するわけである。
協定第２条ｃ号において追加指示された， 総ての事情(alleUmst麺｡e） と
Iま，これを具体的に言えば， 例えば買主または注文者の指図・注文に欠陥の
あった場合 (例・物の正常な使用に必要な指図または警告が附加・添付されない場
には損害がその為めに発生した場合には， 製造者の責任は問われまい。合）
製造物の欠陥観念には， 時の要素が含まれていないことだ。注意すべきは，製造物 Ｉ
そのわけは，物の欠陥性の判定には，
ることを意識的にさけたからだ。法（
物を取引においた時を標準として考え
法の規定もまた， そうしたことをもって責
法の明かに規定するところは単に任追及の原因とすることを避けた。 ｢人の
死亡または傷害による損害が， 製造物の欠陥に基くときは，その損害を賠償
る（協定第３条１項)。この時の関連性を除い
る危険をも含めて，賠償責任の対象として染
せねばならぬ」というだけである（協定第３条１項：
たことにより，技術の発達による危険をも含めて，
とめることが可能となるからだ。
にたいする消費者の安全性に対する要求は，製造物（例・医薬・化学製品）
長年以前から取引におかれた古物製品を永後の進歩発展し改既に旧物化し，
良された科学技術の標準に従って，
ところだ。
これが欠陥を判定することは許されない
だが消費者の安全要求に応えるため時的関連性を削除することによって，
発達危険をも含め責任を認めんとする試承は十分役立つか否かは疑わしい。
その訳は,欧州会議に属する諸国の全部の立法の基礎である実体法が,一般に
協定の報告にそうした裁判に適した情況をもてているとは見えないことは，
１４
よって屯明かに見られるからだ。これについてlまイギリスの例によっても明
かなことであるが， それを別にして考えさせられることは， その時盈の学問
）が正当と象とや技術の標準を超えた安全保証予期 (Sicherheltserwartnng）が正当と象と
)ストラスプール協定のいわゆる欠陥慨められうるか否:か疑問である。だからス
念にたし､する一般的・統一的解釈においては， この点明かにされなかった。
と（ex-post-factoBeurteil‐:欠陥観念を事後の事実を通して判断することだ力
だから製造物を一旦取引においた後でも，ung）は正当とは言われない。 不
断に発達した学問・技術に注意し， 発展した学問・技術に基くいわゆる欠陥
その損害防止に役立つ手段を直ちにとることを製を後日発見した場合には，
（10ａ）
造者に要求することIまできまい。
しかしながらこう した発展途上の危険(Entwicklungsrisiko)を製造者の責
立法政策上望ましいか否かは軽含に決論づけられ得任として認めることが，
ない問題である。こうした損害， 例えば薬学的製産物について屡々生ずる問
題（いわゆる連繋．続発障害SerienschHden）の場合に， その責任の所在判断に
I土通常薬品に対する危険への保証または信頼性が決定的意役目をしめるであ
ろうが，通常責任の限界を認めないで， 全責任を製造者に負わせる主義は余
りにも非現実的ではあるまいか。 こうした問題に関してストラスプール協定
が, 真に純然たる原因主義の立場をとるか否かは疑問である。 これに関して
フランス側か ら提出された議論によれば協定はその欠陥観念を定めるととも
過失責任への架橋を提案したのだというが， その考え方は当らないの糸に，
ならず，そもそも フランス民法典第1382条における過失（par lafaute）に
よってという過失の意味がときには違法の意味と解され， あるいは過失の意
味を含むものと解釈され，裁判の実際でも或る時は前者に重点をおき，あ
⑪
ろとき}ま後者Iこ重きをおく有様であるのでフランス側の有するそうした不明
確性をもった提案は直ちに採用し難いこと， 論をまたないであろう。
（１）欠陥に関する立証責任の分配
協定の採用゜する厳格な責任制度をとるについては， 立証責任の分配をいか
製造物責任法の改正とストラスププー協定について (中村武）１５
（10ｂ）
に処理するかの問題をまず取上げｵSLぱならぬ。製造物を取引においた時に関
あるいは賠償請Ｉ求権する問題を取上げず， また欠陥の定義を定めるにつき，
前述のような所説が生れた所以は， 製造物が取引の基礎をさだめるに当り，
におかれた時期に欠陥があったという事実は， 原告側において主張ウ証すべ
製造者の責き事実でないという証拠だ。 これに関して確かに言えることは，
任免除の立証責任を製造者に課せられる協定の規定が正しいという事であり，
製造者が物を取引においた時点では存在せず，｢損害を発生させた欠陥は，
として免責立証す
こ免責可能性とし
あるいはその欠陥は後日はじめて発生したものである｡」
る責任が生産者に認められた（協定第５条１項ｂ号)。さらに
｢製造者自身で製造物を取引においたものでない」 というての立証としては
この後の場事実を製造者から立証すぺきたとされた（協定第５条１項ａ号)。
合のような例（例・窃盗者により取引にもちこまれた場合）は極めて稀有な事例
通常は製造者自身により取引に持込まれたと推定されるのが， 被害であり，
者の利益のためにも正当である。
製造物を取引にもちこんだ時点では全く欠陥がなかったという消極的)証拠
また欠陥は取引におかれた後に生じたとい う積極的証拠により，)，製
のに
より
により，
造者が可能的責任者となるに過ぎない場合(協定第５条１項ｂの規定によ
協定の責任体制は結局仁おいて現在とられている strict liabilityより
１，物が取引に
Iま，
あさらに厳格となる訳である。アメリカにおいては被害者側が，
既に欠陥が存在した事実を常に立証せねばならぬとおかれた時点において，
されている。こうした. リカ主義が採用される理由は， しばしばいかさまこうしたアメ
勿論原告たの行われるにがい経験があるためである。craimB）訴訟（faked
ろ被害者が， 損害発生の後に立証せねばならぬという 困難な挙証状況は十分
に考慮される訳である。
不断に発生する事件で染られる現象であり， 例えば自動こうしたことは，
車がまったく正規な道路状況・交通状況のもとで，しかも極度の高速度をも
って走行していなかったに不拘，突然高速道路で制御し得なくなったとせよ，
､屯しれないが， 故障そうした場合人は全く運転技術の拙劣に帰してしまう力
1６
災害の自動車は大破したために， その欠陥の立証は勿論，その取引においた
時点での検査によれば十分にその欠陥を確認古証することができなくなった
場合と錐， いわゆる推定証拠（Anscheinsbeweisoprimafacielevidence）な
らびに間接証拠（Indizienbeweis）の援助により，適当な解決が得られるで
あろう， ここではこれ以上深く掘下げられない。
被害者またはその使用人が， 責任者の過失に協力参加した場合には， 賠償
責任者の責任の軽減または免除をきたすことがあるろ（協約第４条)。だが第三
これにより賠償者の責任は者が賠償者の責任発生に協力参加したとしても，
軽減させない（協定第５条２項)。
四責任の時間的制限
協定にしたがって発生する責任にたし､し， 時間的統一制限をもうける必要
性については，各国の意見が一致したが， その訳は各国の国内法が，各異っ
そこで協定は，責任追及の期間にた規定を設けることをおそれた為である。
つぎ二個の制限規定をおいた。
３年の時効期間をさだめた。上
第１に損害賠償請求権の行使にたいしては，
この時効期間は請求権者が，Iま請求権者が，損害・欠陥の事実
あるいは合理的に知るべかりし日ならびに製造物の生産者を知った時から，
この要件は十分に被害者の利益を考慮したものからはじまる（協定第６条)。
である。 だがこの規定の安全な同一化の保証はないのだ。 その理由は，協定
自体には時効の阻止・中断にかんする規定をおいていないからだ。 そうした
一般的に国内法の規定に介入することは， もはや責任義務を設ける協定の職
分ではないと考えたためである。
ただしこの関連においても，責任負担者の正当な利益は，常に考えられね
ばならぬ。だから時効・除斥期間を定めて，賠償請求権者が，訴を十年以内
(損害をあたえられた製造物を責任負担者が取引においた時点から起算して） に提起
しないときは請求権は消失する この期間は多くの製造物にた
ある製造物にとっては余りに
(協定第７条)。
いしては余りに長きに失するといわれようが，
製造物責任法の改正とストラスププー協定について（中村武）１７
短きに失するかもしれない。だがこう した期間をさだめる意欲は実際上やむ
を得ないところであり， また社会的に必要な法的安全のためでもある。複数
の責任者(例・製造物の最終製作者，
いは１部の材料を供給，製造に協力量
およびその一部分の仕事の下請け参加者， ある
ﾊ 部の材料を供給，製造に協力参加した者）にたいする除斥期間が，各々異
ることもあり得ることは，やむを得ないところだ。
五最高責任額の問題
最後にきわめて困難な問題となるのは， によって，賠償責任の額を
この点に関して公知のよう
国内法によって，
制限することが許さるべきか否かの問題である。
に，西独やオーストリア等の国においては， 無過失責任を糸とめる場合にお
通常責任制限制度が行われる。 そして多数の国際協約においては，
損害についてさえ，責任制限が行わ
いては，
旅客・貨物運送の場合に，軽過失による損害についてさえ，
れている。 だがこうした責任制限を国内法的に行う ことが許されることとな
れぱ， 各国は多分に最高責任額をさだめることとなり， これにより，ストラ
だからそうした制限スプ一ル協定の効果を失わしめる結果となるであろう。
協定がさだめた最高額限度内で糸とめる規則にかぎり採用されるの自由は，
ことが望ましい。だから協定加入国は， 協定を批准するに当っては宣言を発
協定にしたがい負担すべき損害賠償額は， これを制限して，人の死亡
万スイスフラン，或は20万
して，
または傷害の場合には，その最高額は少くとも20万スイスフラン
(またはこれに相当する他国の貨幣額）などと とする旨の留保を行ドイツマルク
わればならぬ。
しかしながら，かかる責任制限が正当か否か，また不断に発展する貨幣価
値の下落に対応する手段に各国が苦しむ国際的現況にてらし， 今日の立法政
厳格責任主義策上制限主義の維持が望ましいか否か， すこぶる問題である。
をとるアメリカにおいても，
ていない。そしてスイスの１
かかる責任の最高額をさだめることは認められ
してスイスの例が示すように， 原因主義には必然的に責任負担
最高額が定められるという決論には到達し得ない。 最近の西独の正しい議論
１８
１こおいても， 原因主義に伴う賠償額の数的制限の撤廃が要求されるとともに，
何人も負担し得ない全く無制限な賠償額にたいしては， 必然的に事物に相当
した修正条項による調整方法がすすめられている。
⑫
金希1度の確立力R望まれる。
同時に賠償保険制度・基
六むすび
製造物責任の問題は発展の途上にある技術と法の領域における関連する仔
製造物責任に関する法の改正必要性の問題は， まず各国の細な問題である。
法制度における現在の形成を正確にとらえることが前提である。がその研究
特に最近の各国の判例の動向と， 1960年代からしげく争われた議論とをIま，
追及することによって慎重に行われねばならぬ。 ストラスプール協定案と，
これに基くＥＣ委員会の提案はいまだに実現されないが, やがてその実現を
れる、そしてその糸るに至れば，我国の法制にも，大きな改正が余儀なくされる。
やがて損害賠償法の制度の全体ことば， (不法行為法ならびにそれぞれの特別法
にいちじるしい変化をもたらすであろうが， 問題は如何なる方法との全体）
により損害賠償請求権の実施が保障されるか， 至難な問題である。絃ではそ
の複雑至難な問題の解決に幾分でも役立つ示唆をあたえるため，略説をここ
⑬
ろ梁た次第である。-1979.9.30.稿一
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